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盛 岡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 26 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 文 部 科学 大 臣 、 
総務 大 臣 、 財 務 大 臣 

【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定 数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 2 
分 の 1 に 復元 する こと を 求め る 意見 書 
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35 人 以下 学級 に つい て , 小学 校 1 年 生 , 2 年 生 と 続い て きた 35 人 以下 学級 の 拡充 が 予 
算 措置 され て いま せん 。 
日 本 は , OECD 諸国 に 比べ て , 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 一 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は , 一 クラ ス の 
学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 
社会 状況 等 の 変化 に より , 学校 は 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細やか な 対応 が 必要 
と な っ て いま す 。 ま た , 新しい 学習 指導 要領 に より , 授業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 し て いま 
す 。 







































































日 本 語 指 導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや , 障がい の ある 子ども た ち へ の 対応 等 も 課題 
と な っ て いま す 。 いじめ, 不 登 校 な どの 生徒 指導 の 課題 も も あり ます 。 こ うし た こと へ の 解 
決 に 向け て , 少 人 数 学級 の 推進 な どの 計画 的 定数 改善 が 必要 で す 。 
いく つか の 自治 体 に お いて は , 厳し い 財 政 状 況 の 中 , 独自 財源 に よる 30 人 35 人 以下 
学級 が 行わ れ て いま す 。 こ の こと は , 自治 体 の 判断 と し て 少 人 数 学級 の 必要 性 を 認識 し て 
いる こと の 現れ で あり , 国 の 施策 と し て 財源 保障 すべ き 必 要 が あり ます 。 ま た , 文部 科学 
省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編成 及び 教職 員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は , 約 6 
割 が 「 小 中 学校 の 望ま し い 学級 規模 」 と し て , 26 人 30 人 を 挙げ て いま す 。 国 民 も 30 人 
以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で す 。 

三位一体 改革 に より , 義務 教育 費 国 庫 負担 制度 の 負担 割合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引 
き 下 げ ら れ ま し た 。 そ の 結果 , 自治 体 財政 が 圧迫 され 非 正規 教職 員 も 増え て いま す 。 子 ど 
も た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も , 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 の 精神 で す 。 
子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な 取り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり , その た め に 
条件 整備 が 不可 欠 で す 。 こ うし た 観点 か ら , 国 に お いて は , 2015 年 政府 予算 編成 に お いて 
下記 事項 が 実現 され る よう 求め ます 。 




























































































































































































































































































記 
1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具 体 的 学級 規模 は , OECD 諸国 並み の 豊か な 教育 環境 
を 整備 する た め , 30 人 以下 学級 と する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め , 義務 教育 費 国 庫 負担 制度 の 国 負 担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 














































































































以上 , 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 20 日 
【 提 出 先 】、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 防 衛 大 臣 
【 件 名 】 集団 的 自衛 権 行使 を 容認 する 憲法 の 解釈 変更 を 行わ な いこ と を 求め る 意見 


境 


計 』 


(趣旨 ) 

これ まで 、 歴 代 政 権 は 「 填 法 9 条 下 に お いて 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 は 、 我 が 国 を 
防 術 す る た め の 必 要 最 小 限度 の 範囲 に と ど め る べき も の で あり 、 集 団 的 自衛 権 を 行使 する 
こと は 、 そ の 範囲 を 超え を る も の で あっ て 、 憲 法 上 許さ れ な い 」 と の 見 解 (昭和 5 6 年 5 月 
政府 答弁 書 ) を 踏 組 し て きた 。 今 回 の 安倍 首相 が 行 お うと する 集団 的 自衛 権 行使 容認 は 、 
本 が 他国 と 一 緒 に 武力 行使 で きる 道 を 開く も の で あり 、 戦 争 放棄 を 詩 っ た 日 本 国 憲法 に 
















































































































































































(理由 ) 

安倍 首相 は 、 平 成 2 6 年 2 月 2 0 日 の 衆議院 予算 委員 会 に お いて 、 集 団 的 自衛 権 行 使 を 
容認 する 憲法 解釈 変更 に 、「 与 党 と 議論 し て 政府 と し て 南 任 を も っ て 閑 議 決定 し 、 そ の 上 で 、 
型 会 で 論議 し て いた だ きた い 」 と 述べ 、 国 会 審議 を 経 ず 内 閣 の 一 存 で 強行 する 考え を 示し 
た 。 政 府 は 、 安 倍 首相 の 私 的 懇談 会 「 安 全 保障 の 法 的 基盤 の 再 構築 に 関す る 急 談 会 」 の 報 
告 を 受け 、 集 団 的 自衛 権 行使 容認 の 政府 方 針 を 確定 し 、 和 与党 内 で 調整 を し た 上 で 閉 議 決定 
を 行う 予定 と し て いる 。 こ の よう に 一 内 閣 だ け で 、 憲 法 解釈 を 変更 する こと は 、 そ の 内 容 
是非 を 超え て 近代 立憲 主義 の 根本 を 破壊 する 林 挙 で あり 、 何 より 、 戦 争 放 棄 を 計 っ た 日 
国 憲法 を な い が し ろ に する も の で 、 断 じ て 認め る こと は で き な い 。 
よっ て 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行わ な いよ う 強 く 求 め る 。 

































































































































































































































































和英 9 










































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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宮 古 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実現 の た め の 夜勤 改 善 ・ 大 幅 増 員 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 
医療 従事 者 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で 行き 届い た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 を 実現 する 
た め の 対 策 を 講じ る よう 求め る 。 









































(理由 ) 
東日本 大 震 災 で は 、「 医 療 崩壊 」、「 介 護 月 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 医 
師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な っ た 。 
厚生 労働 省 が 2011 年 6 月 17 日 に 出し た 『 者 護 師 な どの 「 雇 用 の 質 」 の 向上 の た め の 取 
組み に つい て の 通知 』 で は 、 看 護 師 な どの 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 続 可能 な 医療 提 
供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な いこ と か ら 、 夜勤 ・ 交 代 制 労働 者 な どの 勤務 環境 改善 は 、 
喫 堅 の 課題 と し て いる 。 さ ら に 、 同 省 が 2013 年 2 月 8 日 に 通知 し た 『 医 療 分 野 の 「 雇 用 の 
質 」 の 向上 の た め の 取 組 に つい て 』 に お いて 、 医 師 、 看 護 職員 、 薬 剤 師 な ど 幅 広い 医療 従 
事 者 が 健康 で 安心 し て 働け る 環境 を 整備 し 、「 雇 用 の 質 」 を 高め て いく こと に より 、 医療 に 
携わる 人 材 の 定着 ・ 育 成 を 図る こと が 必要 不可 欠 と し て いる 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の 
実現 の た め に も 、 看 護 師 な ど 夜 勤 ・ 交 代 制 労働 者 の 増員 と 労働 環境 改善 の た め の 法 規制 が 
必要 で ある 。 
また 、 震 災 か ら の 復興 、 地 域 医 療 の 再生 の た め に も 、 医 療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並 み 
に 増やし 、 国 民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いる 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 医 師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な どの 増員 を 実現 し 、 安 全 で 行き 届い 
た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 を 実現 する た め の 対 策 を 講じ る よう 求め る 。 
記 
1 看護 師 な ど 夜 勤 交代 制 労働 者 の 労働 時 間 を 1 日 8 時 間 、 週 32 時 間 以 内 、 勤 務 間 隔 を 
12 時 間 以 上 と する こと 。 
医療 ・ 社 会 保障 予算 を 増やし 、 医 師 、 看 護 師 、 介 護 職 員 な ど を 増員 する こと 。 
司 民 負担 を 減ら し 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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が 必要 で す 。 ゴ 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 26 日 
出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 
名 】 30 人 以下 学級 の 実現 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と 拡充 及び 教育 


予算 の 拡充 を 求め る 意見 書 










































































CD 加盟 28 カ 国 の 





よっ て 、 国 及び 政府 









































国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 回 答 者 の 約 6 割 が 小 
26 か ら 30 人 を 挙げ て お り 、 こ の こと か ら 保 護 者 も 3 0 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明 
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直 法 が 改正 され 、 小 学校 1 学年 の 基礎 定数 化 が は か られ 
これ は 、30 年 双 り の 学級 編成 標準 の 引き 下げ で あり 、 今後 、 少 人 数 学級 へ の 着実 な 実行 
日 本 は 、OE CD 諸国 に 比べ て 、1 学級 あたり の 児 
生徒 数 が 多く 、 き め 細 や か な 対応 を する た め に は 学級 規模 を 引き 下げ る こと 
F 成 22 年 に 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編成 及び 教職 員 定 数 に 関す | 
い 学 級 規模 と し て 、 


生徒 数 や 教員 一 人 あ 





また 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 均等 に 一 定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと 
で す 。 し か し 、 教育 予算 に つい て は 、GD P に 占め る 教育 費 の 





レ 法 。 


























| 合 は OE 


























将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 
ェ 行 投資 と し て 子ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 の 育成 か ら 


就業 の 拡大 に つなげ る 必要 が あり ます 。 



























































少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OECD 
環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 を 









































指す こと 。 




















2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義務 教育 費 国庫 

















国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 














充実 の た め 、 地 方 交付 税 を 含む 
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で 最 下 位 で あり 、 また 、 国 の 三位一体 改革 に より 義務 教育 費 
担 制 度 の 国 の 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 これ に より 教育 
地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いま す 。 地方 自治 体 が 教育 費 の 財源 を 安定 的 に 確保 する た 
教育 費 の 国庫 負担 制度 を 堅持 し 、 さ ら に 
の 1 へ 引き 上 げ る こと が 必要 で す 。 


国 の 負担 割合 を 3 分 の 1 か ら 2 分 











国庫 負 














を と 


























関係 機関 に お いて は 、 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 


並み の ゆたか な 教育 


















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 


旦 制 度 の 堅持 と と 


旗 設 整備 費 、 就 学 援助 ・ 奨 学 金 、 学 校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 な ど 、 教 育 予 
国 の 予算 を 拡充 する こと 。 


ほ 要 で す 。 未 
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鹿 用 ・ 
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北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 
【 件 名 】 安 全 ・ 安 心 な 医療 ・ 介 護 の 実現 を 求め る 意見 書 





ee 
、 医 療 ス タッ フ が 健康 で 安心 し て 働き 続け られ る 環境 整備 の た め 、 平 成 23 年 6 月 

の の こ 医 療 分 野 の 「 雇 用 の 質 」 の 向上 を 求め る 通知 を 発出 し まし 
Pa 

し か し NR 特に も 、 十 分 
な 休息 が 伴わ な い 状 態 で の 看護 師 等 の 夜勤 ・ 交 替 制 勤務 は 、 身 体 的 な 負担 が 大 きく 、 
健康 へ の 悪影響 を 及ぼ す と と も に 、 人 労働 能力 の 低下 に PD 
る こと が 懸念 され 、 患 者 ・ 1 NN 
安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する た め に は 、 看 護 師 な どの 夜勤 ・ 交 奉 制 労働 者 の 
大 幅 増員 と 、 働 き 続け る こ em DO 労働 環境 改善 が 不 
可 欠 で す 。 た だ し 、 そ の た め の 手 段 と し て 患者 や 利用 者 の 負担 を 増やす こと は 避 キ け な 
けれ ば な り ま せん 。 む し ろ 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の 実現 の た め に は 、 医 療 ・ 社 会 
保障 予算 を さら に 増額 し 、 他 の 先進 国 と 比較 し て 重く な っ て いる 患者 や 利用 者 の 自己 
負担 割合 を 軽減 する こと が 必要 で す 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 医 師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 等 の 増員 を 実現 
し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 拡充 を 図る た め の 対 策 と 国民 負担 の 軽減 
策 を 講じ し られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 強く 要望 し ます 。 








































































































































































































































































































































































































1 看護 師 な ど 夜 勤 交替 制 労働 者 の 労働 時 間 を 1 日 8 時 間 、 週 32 時 間 以 内 、 勤 務 間 隔 
を 12 時 間 以 上 と し 、 労 働 環 境 を 改善 する こと 。 

2 医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 等 を 大 幅 に 増やす こと 。 

3 国民 (患者 ・ 利 用 者 ) の 自己 負担 を 減ら し 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する 
こと 。 





































































































日 ます 


出 
Nk 
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Bt ha 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 防 衛 大 臣 
【 件 名 】 集団 的 自衛 権 の 行使 容認 に 関し て 慎重 審議 を 求め る 意見 書 

















集団 的 自衛 権 に つい て 、 歴 代 政権 は 「 集 団 的 自衛 権 を 有 し て いる こと は 、 主 権 国 家 で あ 
る 以上 、 当 然 で や る が 、 憲 法 第 9 条 の 下 に お いて 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 は 、 我 が 国 
を 防衛 する た め 必 要 最 小 限度 の 範囲 に と ど ま る べき も の で ある と 解 し て お り 、 集 団 的 自衛 
権 を 行使 する こと は 、 その 範囲 を 超え る も の で あっ て 、 憲法 上 許さ れ な い 」 と の 見 解 (1981 
年 5 月 29 日 政府 答弁 書 ) を 30 年 以上 に わた っ て 踏襲 し て きま し た 。 

し か し 、 政 府 は 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 を 限定 容認 する 憲法 解釈 の 変更 に つい て 、 与 党 協 
議 を 継続 し 、 で きる だ け 早 い 時 期 の 開 議 決定 を 目指 す と し て いま す 。 

この よう に 、 政 府 の 憲法 解釈 変更 だ け で 集団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する こと は 、 政 府 の 
統治 は 憲法 に 基づく と いう 立憲 主義 を 破壊 する も の で あり ます 。 

よっ て 、 決 し て 一 内 閣 の 判断 で 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 に 関す る 憲法 解釈 の 変更 を 行う べ 
こ 審 議 さ れる 




































































































































































































































































き で は な く 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 広 く 国 民 の 意思 を 聞き 、 慎 重 


に 


よう 強く 求め ます 。 


















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 
【 件 





69 年 前 に 広島 及び 長 
け で な く 、 一 命 を 取り と め た 被爆 者 ! 




















総務 大 臣 、 
名 】 原子 爆 弾 被爆 者 に 対す る 援護 


崎 に 投下 され た )/ 




















原子 爆弾 ! 











不安 の 中 で の 生活 を も た らし まし た 。 
私 は 、 原 子 爆弾 被爆 者 に 
ます が 、 


原爆 症 
制 


ビ ミ 丸 呈 テ 
ng 
が 国 に 対し て 


E に 関す る 運 ) 
こと は 、 現 行 法 の 改正 が 急務 で ある こ 
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原 燥 症 認 























お いて 、 
と を 示 























また 、 核 兵器 の 速やか な 廃絶 と 、 








原 


子 爆弾 の 被害 





よ 、 幾 多 の 尊い 4 
こも 、 生涯 癒 や すこ と の で き な い 


厚生 労働 大 臣 
に 関す る 法律 の 改正 を 求め る 意見 書 














ます 。 


E 命 を 一 瞬 に 


























に 対す る 一 刻 も 


早い 岳 

















ん だ 抜本 的 改正 を 求め る 声 も 大 きく 、 被 爆 者 の 意見 や 司法 判断 の 尊重 が 望ま れ て い 





よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 次 の 








1 原爆 症 認 定 の あり 方 を 抜本 的 に 


律 を 速やか に 改正 する こと 。 

















2 
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前 項 の 改正 に 当たっ て は 、 司 法 判 
こと 。 
また 。、 
する の で は な く 、 
と 。 











唯一 の 被爆 国 と し 

















以上 、 地 方 E 











規定 に 基 








改め る な ど 、 











【 項 を 実現 














する よ 








断 及 び 





核兵器 の 廃絶 を 現行 法 の よう に 「 究 極 的 廃絶 」 と 表現 し て 、 


兵器 廃絶 に 取り 組む こと を B 





て 速やか な 核 』 


づき 意見 書 を 提 


県 子 爆 














出 し ます 。 





し て 奪っ た だ 
坦 跡 と 後遺 症 を 残し 、 


対す る 援護 に 関す る 法律 に 基づい て 被爆 者 援護 施策 を 行っ て い 
] 上 の 問題 や 、 被 爆 者 に 高度 な 立 各 
度 設計 上 の 問題 が 存在 し 、 被 爆 者 の 救済 が 十分 ( 
定 を 求め た 訴訟 に 


E 責 任 を 要求 する な どの 
に な され て いる と は 言え ませ ん 。 
原告 で ある 被爆 者 の 多く が 勝訴 し て いる 
トド し て い 


被爆 者 


の 償い を 盛り 込 


ます 。 





う 強 く 求 め ま す 。 


遠い 未来 の 





被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法 


国 の 償い を 求め て いる 被爆 者 の 意見 を 尊重 す 








課題 と 
月 示す る こ 
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NR 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 防 衛 大 臣 


【 件 tire dit 副 法 の 解釈 変更 を 行わ な いこ と を 求め る 意見 
書 


(趣旨 ) 
歴代 政権 は 「 憲 法 第 9 条 下 に お いて 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 は 、 我 が 国 を 防衛 する 
た め 必 要 最 小 限度 の 範囲 に と ど め る べき も の で あり 、 集 団 的 自衛 権 を 行使 する こと は 、 そ 
の 範囲 を 超え る も の で あっ て 、 憲 法 上 許さ れ な い 」 と の 見 解 (1981 年 5 月 政府 答弁 書 ) を 
踏襲 し て きた 。 
し か し 、 安倍 首相 は 、2 月 20 日 の 衆議院 予算 委員 会 に お いて 、 集団 的 自衛 権 行 使 を 容認 
する 憲法 解釈 変更 に 、「 与 党 と 議論 し て 政府 と し て 責任 を も っ て 閣議 決定 し 、 そ の 上 で 国会 
で 論議 いた だ きた い 」 と 述べ 、 国会 審議 を 経 ず 内 閣 の 一 存 で 強行 する 考え を 明確 に 示 し た 。 
政府 は 、 安 倍 首 相 の 私 的 懇談 会 「 安 全 保 障 の 法 的 基盤 の 再 構築 に 関す る 懇談 会 」 の 報告 
を 受け 、 集 団 的 自衛 権 行使 容認 の 政府 方 針 を 確定 し 与党 内 で 調整 を し た うえ で 開 議決 定 を 
AM 

し か し 、 こ の よう に 一 内 閣 の 考え だ け で 憲法 解釈 を 変更 する こと は 、 そ の 内 容 の 是非 を 
超え て 近代 立憲 主 生か 断じて 認め る こと は で き な い 。 

よっ て 、 政 府 に 対し て 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行わ な いこ と 
を 強く 要望 する 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 25 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 


財務 大 臣 
少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割 
合 二分 の 一 復元 及び 教育 予算 拡充 を 求め る 意見 書 


【 件 名 


| 




















義務 標準 法 で は 、 1 学級 あたり の 定員 を 小学 校 一 年 生か ら 二 年 生ま で 35 人 と する こと と 
し て いま す が 、 そ れ 以 上 の 拡充 が 進ん で いま せん 。 岩 手 県 で は 、 加 配 措置 を 活用 し た 県 独 
予算 と し て 、35 人 学級 の 拡充 を 小学 校 三 年 生 、 四 年 生ま で 行っ て いま す 。 
日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学級 あたり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 あたり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 
社会 状況 等 の 変化 に より 、 いじ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し 、 発達 障害 な ど 、 
特別 な 支援 を 要する 子ども た ち へ の 対応 も 課題 と な っ て いま す 。 こ の よう な 課題 の 解決 に 
向け 、 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 支援 、 対応 を 行う た め に は 、1 学級 の 規模 を 引き 下げ 、 
計画 的 な 定数 改善 が ぜひ と も 必要 で す 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編成 及び 教職 
員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 規 模 」 と 
し て 、 26 人 て 30 人 を 挙げ て いま す 。 国民 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で す 。 
三位一体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 国 の 負担 割合 が 二分 の 一 か ら 三 分 の 一 
に 引き 下げ られ まし た 。 そ の 結果 、 地 方 自治 体 財 政 は 圧迫 され 、 非 正規 教職 員 も 増え て い 
ます 。 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 
の 要請 で す 。 
子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な と りく み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 
条件 整備 が 不可 欠 で す 。 こ う し た 観点 か ら 、2015 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実 
現さ れる よう 強く 要望 し ます 。 
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記 
1 小 中 学 校 に お ける 一 学級 あたり の 定員 を 30 人 以下 と し 、 適 切な 定数 改善 を 進め る こ 
















































































2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割 
を 二 














3 学校 施設 整備 費 、 教 材 費 や 図書 費 、 就 学 援助 費 や 奨学 金 、 学 校 や 通学 路 の 安全 な ど 、 
特に も 被災 地方 自治 体 に お ける 教育 予算 が 十分 に 確保 で きる よう 、 地 方 交付 税 を 含め 国 
の 教育 予算 を 拡充 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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遠野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 13 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 

【 件 名 】 医療 費 助成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に 係る 交付 金 等 の 減額 措置 
の 撤廃 を 求め る 意見 書 


岩手 県 の 医療 費 助 成 制度 の 給付 方 法 は 償 居 払い で ある 。 

一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機関 窓口 に お いて 負担 上 限 ま で の 支払 いで 済み 、 
東北 で は 本 県 以外 の すべ て の 県 で 導入 され て いる 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て いる 都 道 
府県 が 過半 数 と な っ て いる 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 
上 の 支払 い が 不 要 な こと で ある 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 
に つなげ る こと が で きる 。 ま た 、 償 還 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給 付 申請 書 の 手続 
き が 不要 で ある 。 医 療 機関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 
が 不要 に な る 。 

し か し 、 現物 給付 を 導入 すれ ば 、 ベ ペナルティ と し て 国 か ら の 交付 金 が 削減 され て し ま う 。 
な ぜ 国 は 、 住 民 の 健康 の た め に 愚者 負担 を 軽減 し て いる 自治 体 に 対し て ベ ナ ル ティ を 課す 
の で し ょ うか 。 そもそも 国民 の 健康 を 守る こと は 、 憲法 第 25 条 に も 規定 され て いる よう に 
民 の 責務 で は な いで し ょ うか 。 

以上 の 点 か ら 、 国 に お か れ ま し て は 、 住 民 の 健康 増進 、 早 期 発 見 ・ 早 期 治療 に よる 重症 
化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 の 実現 を 求め る 。 

記 
1 国 は 、 現 物 給 付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 交付 金 の 削減 を や め る こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 183 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議員 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 防 衛 大 臣 
【 件 名 】 集団 的 自衛 権 行使 を 容認 する 解釈 変更 を 行わ か いこ と を 求め る 意見 書 

















歴代 政権 は 「 憲 法 第 9 条 下 に お いて 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 は 、 我 が 国 を 防衛 する 
た め 必 要 最 小 限度 の 範囲 に と ど ま る べき も の で あり 、 集 団 的 自衛 権 を 行使 する こと は 、 そ 
の 範囲 を 超え る も の で あっ て 、 憲 法 上 許さ れ な い 」 と の 見 解 981 (昭和 56) 年 5 月 政府 
答弁 書 ) を 踏 朋 し て きた 。 
し か し 、 安倍 首相 は 、 本 年 2 月 20 日 の 衆議院 予算 委員 会 に お いて 、 集団 的 自衛 権 行使 を 
容認 する 憲法 解釈 変更 に 、「 与 党 と 議論 し て 政府 と し て 責任 を 持っ て 開 議 決定 し 、 そ の 上 で 
型 会 で 議論 いた だ きた い 」 と 述べ 、 国 会 審議 を 経 ず 内 閣 の 一 存 で 強行 する 考え を より 明確 
に 示 し た 。 
政府 は 、 安 倍 首 相 の 私 的 懇談 会 「 安 全 保障 の 法 的 基盤 の 再 構築 に 関す る 懇 談 会 」 の 報告 
を 受け 、 集 団 的 自衛 権 行使 容認 の 政府 方 針 を 確定 し 、 与 党 内 で 調整 し た うえ で 閣議 決定 を 
行う 予定 と され て いる 。 

し か し 、 こ の よう に 一 内 閣 の 考え だ け で 憲法 解釈 を 変更 する こと は 、 そ の 内 容 の 基 非 を 
超え て 近代 立憲 主義 の 根本 を 破壊 する 林 挙 で あや り 、 断 じ て 認 め る こと は 出来 な い 。 

よっ て 政府 に 対し て 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行わ な か いこ と を 
強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








釜 石 市 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 20 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 


【 件 名 】 市 道 「 平 田上 中 島 線 」 の 整備 を 求め る 意見 書 

















道路 は 、 最 も 重要 な 社会 基盤 と し て 市 民 の 安定 し た 日 常 生活 や 社会 ・ 経 済 活動 を 支え 地 
域 の 活性 化 と 豊か な 生活 を 実現 する た め に は 欠く こと の で き な い も の で あり ます 。 
釜石 市 平田 地区 は 、 直 回 する 道路 が な いた め 、 平 成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東 日 大 震 災 
に よる 津波 に よっ て 、 唯 一 の 幹線 道路 で ある 国道 45 号 が 浸水 し 孤立 を 余儀 な くさ れ 、 覧 
車両 の 通行 や 緊急 支援 物資 の 輸送 運搬 に 大 き な 支 障 を きた し た 地域 で あり ます 。 
また 、 当 該 地 域 に は 、 小 学校 や 介護 施設 等 が あり 災害 弱者 を 多く 抱え る ほか 、 震 災後 、 
新た に 住宅 が 建設 され 世帯 数 が ふえ て いる こと 、 岩 災 や 火災 が 発生 し た 場合 、 本 道路 が 遮 
断 さ れ 、 緊 急 車両 が 入る こと が で き な い 状態 に な り ま す 。 

この こと か ら 、 炎 害 か ら 住 民 の 命 と 暮らし を 守り 、 安 心 ・ 安 全 な 生活 を 確保 する うえ に 
お いて 、 社 会 基盤 と し て の 道路 の 確保 が 必要 不可 欠 な も の で あり ます 。 

つい て は 、 市 道 平田 上 中 島 線 を 県 道 昇格 と し て 整備 され ます よう 強く 求め ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








釜石 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 20 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 内 閣 官 房 長官 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 )、 復 興 大臣 


【 件 名 】 被 災 地 の 復興 と 被災 者 の 生活 再建 ・ な り わ い の 再 建 を 国 に 求め る 意見 
書 


東日本 大 震 災 か ら 、3 年 の 歳 月 が 経過 いた し まし た 。 この間 、 被災 地 に お いて は 、 住民 ・ 
政 ・ 議 会 が 一 体 と な り 、 英 知 を 絞り 全力 を 挙げ て 復旧 ・ 復 興 へ の 取り 組み を 進め て お り 
E す 。 
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し か し な が ら 、 被 災 地 の みな ら ず 全国 的 な 建設 需要 の 高まり に よる 建設 資材 の 高騰 や 労 
務 者 の 不足 に 加え 、 消 費 税 の 増税 が 追い 討ち を か け 、 HE BE 事業 や 防災 集団 

















ln 


移転 事業 な ど 、 新 た な まち づく り に 向け た 復興 事業 の 遅れ も 、 深 刻 な 状況 と な っ て お ね り ま 
す 。 

この こと は 、 生 活 再 建 に 向け て 取り 組 も うと する 被災 者 の 心理 的 ・ 経 済 的 面 に 重く の し 
か か り 、 よ う や く 見 え 始 め て きた 生活 や な り わ い の 再 建 が 遠のく 結果 と な り 、 言 いよ う の 
な い 焦 燥 感 に 彰 ま れ て お り ま す 。 
また 、 復 興 事 業 の 遅れ と 相まって 、 各 種 事業 の 推進 に に っ て 欠く こと の で き な い 財源 の 
確保 に つい て 、 特 に も 5 年 間 の 時 限 措置 と し て 創設 され た 「 復 興 交付 金 」 制 度 の 継続 が 求 
め ら れ て お り ま す 。 
つい て は 、 被 災 し た 方 々 が 1 日 も 早い 自力 再建 を 果たせ る よう 、 下 記事 項 を 実現 され る 
よう 強く 求め ます 。 
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1 国 は 、 住 宅 取得 等 に よる 生活 の 再建 や グル ー プ 補助 金 等 の な り わ い の 再 建 に 関す る 支 
援 制度 の さら な る 拡充 を 行う こと 

型 は 、 平成 27 年 度 を 期限 と し て いる 復興 交付 金 の 財源 措置 に つい て 、 平成 28 年 度 以降 、 
従 災 地 が 復興 を 果たし 被災 者 の 生活 再建 等 が 図ら ん る まで 、 当 分 の 間 継 続 す る こと 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








釜 石 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 20 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 被災 者 の 自力 再建 に 係る 経済 負担 の 軽減 を 求め る 意見 書 














東日本 大 震 災 か ら 、3 年 の 歳 月 が 経過 いた し まし た 。 この間 、 被災 地 に お いて は 、 住民 ・ 
政 ・ 議 会 が 一 体 と な り 、 英 知 を 絞り 全力 を 挙げ て 復旧 ・ 復 興 へ の 取り 組み を 進め て お り 
ます >。 
し か し な が ら 、 被 災 地 の みな ら ず 全国 的 な 建設 需要 の 高まり に よる 建設 資材 の 高騰 や 労 
務 者 の 不足 に 加え 、 消 費 税 の 増税 が 追い 討ち を か け III 
移転 事業 な ど 、 新 た な まち づく り に 向け た 復興 事業 の 遅れ も 、 深刻 な 状況 と な っ て お り ヨ 
す 。 
また 、 こ の こと が 応急 仮設 住宅 や みな し 仮設 住宅 等 に 暮らす 被災 し た 方 々 の 経済 状況 に 
も 重く の し か か り 、 よ う や く 見 え 始 め て きた 生活 の 再建 が 遠のく 結果 と な り 、 言 いよ う の 
な い 焦 燥 感 に 萌 ま れ て お り ま す 。 
つい て は 、 被 災 し た 方 々 が 1 日 も 早い 自力 再建 を 果たせ る よう 、 下 記事 項 を 実現 され る 
よう 強く 求め ます 。 
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1 県 は 、 被 災 者 の 住宅 取得 等 の 生活 再建 に 当たり 、 県 が 主導 で 行う 住宅 再建 補 
各種 支援 制度 の 拡充 を 行う こと 

2 県 は 、 応急 仮設 住宅 を 退去 する 方 に 対し 、 エ アコ ン や ガス レン ジ 等 の これ まで 使用 し 
て いた 住宅 設備 を 希望 に 応じ 提供 する こと 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





釜 石 市 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 20 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 )、 文 部 科学 大 臣 、 復 興 大 臣 
【 件 名 】 被 災 地 に お ける 大 学 入試 セン ター 試験 会 場 の 継続 を 国 に 求め る 意見 書 

















東日本 大 震 災 か ら 、3 年 の 歳 月 が 経過 いた し まし た 。 この 間 、 被災 地 に お いて は 、 住民 ・ 
了 政 ・ 議 会 が 一 体 と な り 、 英 知 を 絞り 全力 を 挙げ て 復旧 ・ 復 興 へ の 取り 組み を 進め て お り 
まっ 
し か し な が ら 、 和 被災 地 で 暮らす 方 々 は 、 遅 々 と し て 進ま ぬ 復 興 事 業 に より 、 不 安定 な 生 
活 と 経済 的 な 負担 を 強い られ て お り 、 精 神 的 に 疲 敵 し た 生活 を 送っ て お り ま す 。 
また 、 こ の こと は 、 被 災 地 の 次 代 を 担う 子ども を 育て る 親 に と っ て 、 よ り 以 上 の 過重 な 
負担 と な っ て お り ま す 。 

この 混迷 の 中 に お いて 、 遠 隔 地 で の 大 学 受験 は 経済 的 な 負担 も 大 きく 、 ひ いて は 、 学 習 
機会 の 格差 助長 や 、 被 災 地 の 若者 の 学習 意欲 の 低下 に つなが りか ね な い 事 態 に な る と 懸念 
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され ます 。 
つい て は 、 被 災 し た 方 々 の 安定 し た 教育 環境 が 整う よう 、 下 記事 項 を 実現 され る よう 強 
く 求め ます 。 
記 
1 国 は 、 来年 度 以降 の 大 学 入試 セン ター 試験 に 釜石 高校 臨 時 試験 場 を 含む 被災 地 
の 各 了 臨時 試験 場 に つい て 、 継続 実施 され る よう 、 NN ンタ ー に 働き 
か ける こと 
































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 





























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 19 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議員 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 防 衛 大 臣 

【 件 名 】 集団 的 自衛 権 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行わ な いこ と を 求め る 意見 
書 














歴代 政権 は 「 憲 法 第 9 条 下 に お いて 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 は 、 我 が 国 を 防衛 する た 
め に 必要 最小 限度 の 範囲 に と ど ま る べき も の で あり 、 集 団 的 自衛 権 を 行使 する こと は 、 そ 
の 範囲 を 超え る も の で あっ て 、 憲法 上 許さ れ な い 」 と の 見 解 (1981 年 5 月 政府 答弁 書 ) 
を 踏 筐 し て きた 。 
し か し 、 安倍 首相 は 、2 月 20 日 の 衆議院 予算 委員 会 に お いて 、 集団 的 自衛 権 行使 を 容認 
する 憲法 解釈 変更 に 、「 与 党 と 議論 し て 政府 と し て 責任 を 持っ て 閣議 決定 し 、 そ の 上 で 国会 
で 論議 いた だ きた い 」 と 述べ 、 国 会 審議 を 経 ず 内 閣 の 一 存 で 強行 する 考え を より 明確 に 示 
し だ 

政府 は 、 安 倍 首 相 の 私 的 懇談 会 「 安 全 保障 の 法 的 基 盤 の 再 構築 に 関す る 懇談 会 」 の 報告 
を 受け 、 集 団 的 自衛 権 行使 容認 の 政府 方 針 を 確定 し 、 与 党 内 で 調整 を し た 上 で 閣議 決定 を 
行う 予定 と され て いる 。 

し か し 、 こ の よう に 一 内 閣 の 考え だ け で 憲法 解釈 を 変更 する こと は 、 そ の 内 容 の 是非 を 
超え て 近代 立憲 主義 の 根本 を 破壊 する 暴挙 で あり 、 断 じ て 認 め る こと は で き な い 。 

よっ て 、 政 府 に 対し て 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行わ な いこ 
を 強く 要望 する 。 























































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 19 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 岩 手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 





本 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償 還 払い で す 。 制 度 の 対象 者 は 医療 機関 を 受診 し た 
際 に 窓口 で いっ た ん 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負 担 上 限 額 を 超え た 分 が 後日 払い 戻さ れ 
ます 。 
一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機 関 窓口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 済 
み 、 東 北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て いま す 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て いる 
都 道 府 県 が 過半 数 と な っ て お り ま す 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 
上 の 支払 い が 不 要 な こと で す 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
つなげ る こと が で きま す 。 ま た 、 償 還 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給 付 申 請書 の 手続 
き が 不要 で す 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 還 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 で す 。 医 療 機 
関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不要 で す 。 

以上 の 点 か ら 、 妊 手 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 早期 発見 ・ 早 期 治療 に よ 
る 重症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 され る こと を 求め ます 。 
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1 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 を 現物 給付 と する こと 。 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 19 日 
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千 の 地方 E 








出 先 】 衆議院 完 議 長 
財務 大 臣 

名 】 
意見 書 











治 体 で 実施 し て いる 











一 方 の 給付 


み 
道 府 


EE 
員 





げ る こ 
不要 で す 。 市 町 村 に | 
と っ て は 、 医 療 紅 助成 給付 申請 書 の 確認 と レセ プ ト へ の 
し か し 現物 給付 を 導入 すれ ば 、 
す 。 
医療 費 助成 制度 は 、 乳 幼児 、 妊 産婦 
安心 し て 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 を する こと が で きる 必要 な 1 
に 患者 負担 を 軽減 し て いる 
以上 の 点 か ら 、 国 に お か れ 3 
症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 
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以上 、 地 方 E 




















私 は 現物 給付 を 導入 し て いる 

















ヽ 参議 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 





医療 費 助 成 制度 の 給付 方 法 は 
医療 機関 窓口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支 








方 法 で ある 現物 給付 は 、 


















































と が で きま す 。 また 、 償 層 
と っ て は 、 償 居 






























































厚生 労働 大 臣 、 








医療 費 を 用 意 





総務 大 臣 、 


人選 払 いで す 。 
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、 重 度 心身 障 が 


















































































































































治 法 第 99 条 の 規定 に 
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治 体 
E し て は 、 住 民 の 健康 増進 及び 早 





に 対し て ペナ ル テ ィ を 課す こと ! 





傷病 の 早期 発見 ・ 
に 必要 な 医療 費 助 成 給付 
県 に 係る 事務 作業 や 振 











前 度 で あり 、 




















医療 費 助 成 制 度 の 現物 給付 導入 に か か る 交付 金 等 減額 措置 の 撤廃 を 求め る 


払い で 済 
、 東 北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て お り 、 全 国 で も 現物 給付 を 導入 し て いる 都 
県 が 過半 数 と な っ て いま す 。 
思 者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 
上 の 支払 い が 不要 で あり 、 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 
を 受け る た め 


し て お け ば 、 そ れ 以 
早期 治療 に つ な 


請書 の 手続 き が 






















































































邊 治 体 に 対す る 交付 金 等 
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期 発見 ・ 
早期 に 実現 を する よ の 求め ます 。 








の 減額 措 











より 意見 書 を 提出 し ます 。 





置 を 行わ な いこ と 。 


期 治療 に よる 





金 等 が 減額 され て し まし v 
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が 不要 で す 。 医療 機関 に 
貼付 が 不要 で す 。 
ペナ ル テ ィ と し て 国 か ら の 交付 
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者 、 ひ と り 親 家庭 の 方 々 に と っ て 、 
住民 の 健康 の 
は 言語 道断 で す 。 
」 
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意見 書 の 内 容 








宇 石 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 13 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 、 2 0 1 5 年 度 政府 
予算 に 係る 意見 書 


子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 
憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教 育 予算 に つい て 、 日 本 の GD P に 占め る 教育 費 の 割合 は 、 
2 0 1 3 年 の デー タ に よる と OECD 加盟 国 平均 3. 7 % に 対し 2. 79% と デー タ の ある 
3 2 カ国 の 中 で 下位 か ら 2 番 目 と な っ て いま す 。 
また 、 三 位 一 体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 担 割 合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 
の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 こ れ に より 、 茂 し い 地方 自治 体 財 政 は 大 きく 圧迫 され 、 了 臨時 
的 任用 教職 員 の 増大 を 招き 、 非 正規 雇用 が 常態 化し て いる 今 、 学 校 間 に お いて 教育 条件 格 
差 が 生じ て いま す 。 

さら に 、 政 府 は 国家 公務 員 の 臨時 特例 減額 措置 に 準じ た 地方 公務 員 給 与 削減 を 地方 自治 
体 に 要請 し て お り 、 教 職員 の 人 材 確保 へ の 支障 と 教育 の 機会 均等 ・ 水 準 確保 に 多大 な 影響 
を 与え か ね な い 状 況 で す 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で あり 、 子 
ども や 若者 の 学び を 絶え 間 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 業 の 拡大 へ と つなげ 
る 必要 が あり ます 。 

こう し た 観点 か ら 、 政 府 予 算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 要請 し ます 。 
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1 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 担 割 
合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 




































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








各 石 町 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 13 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財務 大 臣 、 


文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 を は か る た め の 、 2 0 1 5 年 度 政府 予算 
に 係る 意見 書 


3 5 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 年 生 、 2 年 生 と 続い て きた 3 5 人 以下 学級 の 拡充 が 
予算 措置 され て いま せん 。 
日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 
社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 求め ら 
れ 、 さ ら に 、 新 し い 学 習 指導 要領 に より 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 し て いま す 。 
日 本 語 指導 な ど を 必要 と する 子ども た ち で 障害 の ある 子ども た ち へ の 対応 等 も 課題 と な 
っ て いま す 。 い じ め 、 不 登校 な ど 生徒 指導 の 課題 も も あり ます 。 こ うし た こと の 解決 に むけ 
て 、 計 画 的 な 定数 改善 が 必要 で す 。 
また 、 文 部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編成 及び 教職 員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 
募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま しい 学級 規模 」 と し て 、 2 6 人 3 0 人 を 挙げ て 
お り 、 国 民 も 3 0 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で す 。 
こう し た 観点 か ら 、2 0 1 5 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 要請 し 
す 。 
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記 





1. 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の ゆたか な 教育 
環境 を 整備 する た め 、 3 0 人 以下 学級 と する こと 。 















































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 13 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 法 務 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 

【 件 名 】 免税 軽油 制度 の 継続 を 求め る 意見 書 

















これ まで 、 農業 を は じ め 観 光 レ ジャ ー 産 業 の 発展 に 頁 献 し て きた 免税 軽油 制度 が 、 地方 税法 の 
改正 に 伴い 、 平 成 2 7 年 3 月 末 で 廃止 され る 状況 に あり ます 。 

免税 軽油 制度 は 、 軽油 取引 税 (1 リッ トル あたり 3 2 円 1 0 銭 ) を 免税 する 制度 で 、 船舶 、 鉄 
道 、 農業 用 機械 や 倉庫 港湾 で の 荷役 用 途 車両 な ど 道路 を 使用 し な い 車 両 、 機械 に つい て は 免税 が 
認め られ て きた も の で あり 、 当 町 に お いて も 、 索道 事業 者 が 使う スキ ー 場 の コー ス 整 備 の た め の 
ゲレンデ 整備 車 、 人 工 降雪 機 、 ゴ ルフ 場 の 管理 車両 、 機械 等 の 軽油 に つい て 申請 に 基づき 免税 が 
認め られ て き て お り 、 大 き な 援 助 制度 だ な っ て いた も の で す 。 

この 制度 が な く な れ ば 、 本 町 の 基幹 産業 で ある 農業 及び 観光 産業 が 大 き な 負 担 を 強い られ 、 折 
か ら の 岩 災 の 影響 、 原発 風評 と も 相まって 、 事業 の 経営 維持 に 支障 を 生じ し る と と も に 、 収益 の 悪 
化 は 地域 経済 に も 計り 知れ な い 悪 影響 を 与え る こと と な り ま す 。 

よっ て 国 に お いて は 、 免 税 軽油 制度 が 継続 され る よう 強く 要望 する も の で す 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 13 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 


【 件 名 】 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 、2015 年 度 政府 予算 
に 係る 意見 書 


子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 
憲法 上 の 要請 で ある 。 し か し 、 教 育 予 算 に つい て 、 日 本 の GDP に 占め る 教育 費 の 割合 は 、 
OECD 加盟 国 (ゲー タ の ある 32 カ国 ) の 中 で ほぼ 最 下 位 と な っ て いる 。 
また 、 三 位 一 体 改 革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 担 割 合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 
の 1 に 引き 下げ られ た 。 こ れ に より 、 茂 し い 地方 自治 体 財政 は 大 きく 圧迫 され 、 了 臨時 的 任 
用 教職 員 の 増大 を 招き 、 非 正規 雇用 が 常態 化し て いる 今 、 学 校 半 に お いて 教育 条件 格差 が 
生じ て いる 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で あり 、 子 
ども や 若者 の 学び を 絶え 間 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 業 の 拡大 へ と つなげ 
る 必要 が ある 。 

こう し た 観点 か ら 、 201 5 年 度 政 府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され る よう 、 地 方 自 
治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 








































































































































































































































































































































































































記 
1 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 
合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
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負担 制度 の 国 負担 割 















































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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西 和 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 19 日 
【 提 
【 件 

る 意見 書 
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ゝ た ず に 復 | 


















































う し た 復 [| 
改革 」 路線 の 問題 が 指摘 され る と と も に 、 













































































な ど を 道 州 に ゆだね る 「 道 州 制 」 導 入 の 議論 が 活発 化 
な く 、 道 州 制 あ りき の 議論 が 進め ば 、 国 民 の くら し ・ 























大 きく 後退 する こと 、 ま た 、 更 な る 市 
そう 進む こと が 懸念 され ます 。 














選民 の 命 を 























祉 と 社会 保障 、 公 共 施 設 の 維持 管理 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 
名 】 住 民 の 安全 ・ 安 心 を 支え る 公務 ・ 公 共 サ ービス の 体制 ・ 機 能 の 充実 を 求め 


東日本 大 震 災 を 初め 、 台 風 な ど に よる 大 災害 が 相次ぐ な か 、 公 務 労 働 者 は 国 ・ 地 方 を 分 
・ 復 興 に 向け て 全力 で 取り 組ん で いま す 。 
地方 出先 機関 が 本 省 と 一 体 と な っ て 役割 を 発揮 し て お り 、 仮 に 国 
移譲 が 行わ れ て いた な ら 、 迅 速 な 復旧 の 取り 組み は 極め て 困難 で あっ た と 考え られ ます 。 
・ 復 興 の 活動 は 報道 で も 取り 上 げ ら れ 、 公 務 ・ 公 共 サ ービス の 重要 性 や 「 構 








穫 の 機関 で は これ ら の 活動 に 全て 
の 出先 機関 の 廃止 や 地 















































テス へ 、。 グー ト 


守り 、 安 全 ・ 安 心 を 確保 する に は 、 


還 と 地方 の 共同 に よる 責任 と 役割 の 発揮 が 不可 欠 な こと が 改め て 明らか に な り ま し た 。 
その 一 方 で 、 現 在 の 都 道 府 県 制 度 を な くし 、 和 社会 福 









































じ て い ます 。 


民 の た め の 議 論 で は 














量 祉 ・ 教 育 な ど に 関わ る 国 の 責任 が 














村 合 併 に よっ て 住民 生活 

















さま ざま な 政府 統計 が 示す と お り 、 国 
候 し て いな い 


安全 ・ 安 心 を 確保 する 責 
















































































て 国 














民 の 所 得 と 消 
格差 と 貧困 が 広がり 続け て いま す 。 
中 、 今 国 に 求め られ て いる こと は 、 地 方 と 共同 し て 住 
圧 と 役割 を 発揮 する こと で す 。 
罰 の 出先 機関 の 原則 廃止 を は じ め と する 「 地 方 分 権 改革 」 や 「 道 州 制 」 は 、 地 方 に お い 
が 果たす べき 責任 と 役割 を あい まい に する も の で 、 政 府 の 使命 に 反する と と も に 憲法 

















・ 地 域 格差 の 拡大 が いっ 


費 は 下がり 続け 、 就 業 ・ 営 業 や 就学 














E た 、 大 震 災 の 復旧 ・ 復 興 も いま だ 終 

















民 の 生命 ・ 財 産 を 守る 


! 

















第 2 5 条 の 完全 保障 を 求め る 国民 的 要求 に 背く こと で す 。 














よっ て 、 生 











iT 























記 





に お いて は 、 下 記事 項 を 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 














1 憲法 第 2 5 条 の 完全 保障 を 実現 する た め 、 国 と 地方 の 共同 を 強め る と と も に 、 公 務 ・ 





ッ 


公共 サー ビス の 体制 ・ 機 能 の 充実 を は か る こと 。 


2 





人 の 体制 ・ 機 能 の 充実 を は か る こと 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 
































防災 対策 な ど 住民 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 必要 な 、 国 の 出先 機関 や 独立 行政 法 





日 し ます 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








西 和 貨 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】「 原 子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法律 」 の 改正 に 関す る 意見 書 




















人 類 が つく り 出 し た 最も 残忍 な 兵器 で ある 核兵器 に よる 地獄 を 体験 さす られ た 原子 爆弾 
被爆 者 た ち は 、 今 日 まで 、 み ず か ら の 命 を 削る 思い で 被爆 体験 を 語り 、 ふ た た び 被 爆 者 を 
つく ら な いと いう 悲願 を 実現 ュ させ る た め 、 核 兵器 の 廃絶 と 原子 爆弾 の 被害 に 対す る 償い を 
求め 、 国 内 外 で 運動 を 続け て きま し た 。 
国 は 、「 原 子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法律 」 に 基づい て 被爆 者 援護 施策 を 行っ て 
いま す が 、 原 爆 症 認定 に 関す る 運用 上 の 問題 な ど に より 、 被 爆 者 の 救済 は 十分 に な され て 
いる と は 言え ませ ん 。 高 齢 化し た 被爆 者 た ち は 、 原 爆死 没 者 及び 全て の 被爆 者 に 対す る 一 
刻 も 早い 国 の 償い を 趣旨 と し 、 ふ た た び 接 爆 者 を つく ら な いと の 決意 を 込め た 現行 法 の 改 
正 を 求め て いま す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 を 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 
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1 ふたたび 被爆 者 を つく ら な いと の 決意 を 込め 、 原 爆 被 害 に 対す る 国 の 償い と 核兵器 の 
廃絶 を 法 の 目的 と し て 明示 する こと 。 












































2 原爆 死没 者 及び 全て の 被爆 者 に 対す る 償い を 法 に 規定 する こと 。 



































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
































市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








西 和 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 19 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 

求め る 意見 書 


] 
【 























日 本 大 震 炎 で は 、「 医 療 崩壊 」「 介 








河 
























































労働 省 が 平成 2 3 年 6 月 17 





日 に 発 
































3 
王 詩 拘 





















































体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 














勤 ・ 交 替 | 

















洪 注 
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し て いま す 。 安 全 ・ 安 心 の 
員 と 、 労 働 環 境 の 改善 の た め に 
か ら の 復興 、 地 域 医療 ] 
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医師 ・ 






































+ 生 の た め に も 、 
を 減ら すこ と が 求め られ て いま す 。 
叩 ・ 介 護 職員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 











ま 朋 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 
看護 師 、 介 護 職 員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な り ま し た 。 
し た 「 看 護 師 等 の 『 
人 組み に つい て の 通知 」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 続 可 能 な 医 




















雇用 の 質 』 の 























労働 者 等 の 勤務 環境 改善 は 、 
医療 ・ 介 護 の た め に も 、 看 護 師 な ど 夜 勤 ・ 交 
、 法 規制 が 必要 で す 。 











医療 ・ 社 会 保障 

















予算 を 先進 国 並 み に } 








総務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 


名 】 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実 現 の た め 医 療 従事 者 の 夜勤 改善 ・ 増 員 を 
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向上 の た め 








医 
順 
替 



























































拡充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 











トー 
咽 
石山 



































1 2 時 間 以 上 と する こと 。 


























2 医師 ・ 




















3 国民 負担 を 減ら し 、 安 全 ・ 安 心 の 医 ! 











以上 、 地 方 

















所 な ど 夜 勤 交 代 制 労働 者 の 労働 時 間 を 、 1 


護 師 ・ 介 護 職 員 な ど を 増員 する 

















下記 の 事項 に つい て 強く 要望 し 3 











・ 介 護 を 実現 する こ 








a 治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 


日 8 時 間 、 








週 3 2 時 間 、 


過ち 


勤務 間隔 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








西 和 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】 
【 提 
【 件 


平成 26 年 6 月 19 日 
出 先 】 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 
名 】30 人 以下 学級 実現 、 義 務 教育 費 国庫 負担 制度 堅持 及び 拡充 、 教 育 


予算 拡充 を 求め る 意見 書 


平成 23 年 度 ! 





ーー 





ト を 切る こと が で きま 
改正 され た 











信正 











措置 を 講ず る 際 





























こ 義務 標準 法 が 改 
れ は 、30 年 ぶり の 学級 編制 標準 の 引き 下げ で あり 、 


義務 教育 標準 法 
a NN 
に 必要 な 安 
以下 学級 の 着実 な 実行 が 








日 本 は 、OECD 諸 国 











徒 数 が 多く な っ て お り 、 
を 引き 下げ る 必要 が あり 
子ども た ち が 全 国 ど こ 

















じ た 。 

















の 附則 に 


定 し た 財源 
重要 で す 。 
に 比べ べ て 、 














の 確保 に 








1 学級 当たり 





一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に 


まま す 。 


に 住ん で いて も 、 

















の 精神 で す 。 し か 
政 支 出 の 割合 は 、 











OEC 


























D 諸 国 の 中 で 日 本 





















































a 治 体 財 政 を 圧迫 
将来 を 担い 、 

















に つなげ る 必要 が あり ま 








E さ れ 、 小学 校 1 年 生 の 基礎 定数 


努め る こと も 明記 され まし た 。 


は 最 下 位 と な っ て いま す 。 また 、 
費 国 庫 負担 制度 の 国 負担 割合 は 
し て いま す 。 

社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 
未来 へ の 先行 投資 と し て 、 子 ども や 若者 の 学び を 切れ 








じ が は か られ まし た 。 こ 
少 人 数 学級 の 推進 に 向け よう や く ス タ 

















よ 、 小 学校 2 年 生か ら 中 学校 3 年 生ま で の 学級 








法制 





上 を 含め た 措置 を 講ず る こと と 、 
今後 、35 人 











の 児童 




















生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
は 、 1 学級 の 規模 





こ 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 
し 、 教 育 予 算 に つい て 、 平 成 2 





0 年 に お ける GDP に 占め る 教育 費 公 財 
三位一体 改革 


1 に 引き 下げ られ 、 



































2 分 の 1 から 68 分 





は 極め て 重要 で す 。 
な く 支 援 し 、 雇 用 ・ 就 業 の 拡大 


























す 。 こう し た 観点 か ら 、 平成 27 年 度 政 大 


事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 


1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 





規模 は 、OECD 諸 国 並 み の ゆ た か な 教育 























予算 編成 に お いて 下記 

















環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 


2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 

















と も に 国 負担 割合 を 
3 学校 施設 整備 費 、 























以上 、 地 方 自 

















就学 援助 ・ 奨 学 金 、 
算 の 充実 の た め 、 地 方 交付 税 を 含む 国 


治 法 第 99 条 の 規定 に 





2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


の 維持 向上 を は か る た め 、 








義務 教育 費 国庫 負担 








制度 の 堅持 と 












































学校 ・ 
の 予算 を 拡充 する こと 。 














通学 路 の 安全 対策 な ど 、 教 育 予 








する 。 








市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





住 田 町 


【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 16 日 

















石 ゴ 
し た 際 に 、 窓 日 
一 方 、 現 物 給付 は 、 
の 支払 いや 医療 費 助 成 給付 
病 の 早期 発見 、 早 期 治療 に つなげ る こと が で きる 。 

また 、 市 町 村 で は 、 償 本 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 、 ま た 
成 給 付 申 請書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不要 と な る 。 






































医療 機関 窓口 
























































ー ミ < 






































































































































付 を 導入 し て いる 。 








【 提 出 先 】 岩手 県 知事 
【 件 名 】 岩 手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 

















医療 機関 で は 、 


如 手 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償 還 払い で あり 、 制 度 の 対象 者 は 医療 機関 を 受診 
で 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負担 上 限 額 を 超え た 分 が 後日 
に お いて の 支払 い が 負 担 上 限 額 まで で 済み 、 そ れ 以 上 
請書 の 手続 き が 不要 と な る 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷 


払い 戻さ れる 。 








医療 費 助 


























東北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 し て お り 、 全 国 で も 過半 数 以上 の 都 道 府 県 で 現物 給 










































































症 化 防止 の た め 、 下 記 の 事項 に つい て 早期 の 実現 を 求め る 。 





















































詞 
1 . 医療 費 助 成 制 度 に つい て 現物 給付 を 導入 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 


























以上 の 点 か ら 、 県 に お いて は 、 住 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 、 
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早期 治療 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 16 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
総務 大 臣 

【 件 名 】 都 道府県 単独 医療 費 助成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に 係る 国庫 負担 金 削減 
の 撤廃 を 求め る 意見 書 








岩手 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償 本 払 と な っ て いる 。 

一 方 、 現 物 給付 は 医療 機関 窓口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 済み 、 都 道府県 の 過 
半数 以上 が 導入 し て いる 。 

利用 者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 医 療 機関 窓口 に お いて の 支払 い が 負 担 上 限 額 ま 
で で 済み 、 そ れ 以 上 の 支払 いや 医療 費 助成 給付 申請 書 の 手続 き が 不要 な こと で ある 。 そ の 
た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 、 早 期 治療 に つなげ る こと が で きる 。 ま た 、 市 町 
村 に と っ て は 、 償 本 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 、 医 療 機 関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給 
付 申請 書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不要 と な る 。 

し か し な が ら 国 は 、 現 物 給付 を 導入 し 、 利 用 者 の 負担 を 軽減 し て いる 自治 体 に 対し 、 国 
民 健康 保険 の 国庫 負担 金 減額 措置 を 講じ て いる 現状 で あり 、 こ の こと は 国 が 本 来 果 た すべ 
き セ ー フ ティ ネッ ト を 担う 地方 自治 体 の 努力 や 独自 性 を 阻害 する も の と な る 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 国 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 、 早 期 治療 に よる 重症 化 防 
止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 の 実現 を 求め る 。 










































































































































































































































































































































































記 














1 . 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 国庫 負担 金 減額 措置 を 廃止 する こと 。 



























































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








区 E 
ド II 


町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 13 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 


岩手 県 知事 
【 件 名 】 安 全 で 安心 で きる 医療 ・ 介 護 を 実現 する た め に 医療 従事 者 等 の 夜勤 改善 と 
増員 を 求め る 意見 書 


東日本 大 震 災 で は 、「 医 療 崩 壊 」「 介 護 崩 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 医 
師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な り ま し た 。 
厚生 労働 省 が 2011 年 6 月 17 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 取 り 
組み に つい て の 通知 (5 局長 通知 )」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 続 可 
能 な 医療 提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 交 奉 制 労働 者 等 の 勤務 環境 改善 は 、 
喫 臣 の 課題 」 と し て いま す 。 安 全 で 安心 で きる 医療 ・ 介 護 を 実現 する た め に は 、 看 護 師 な 
どの 夜勤 ・ 交 将 制 労働 者 の 増員 と 、 労 働 環境 改善 の た め に 法規 制 が 必要 で す 。 
岩 災 か ら の 復興 、 地 域 医療 再生 の た め に も 、 国 民 の 負担 を 減ら し 、 医 療 ・ 社 会 保障 予 人 
を 先進 国 並 み に 増やす こと が 求め られ て いま す 。 
医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で 行き 届い た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 拡充 
を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 し ます 。 
記 

1 看護 師 な ど 夜 勤 交 将 制 労働 者 の 労働 時 間 の 短縮 、 時 間 外 労働 の 削減 、 長 時 間 夜 勤 の 規 
制 、 疲 労 回 復 に 十分 な 勤務 間隔 を 設け る な ど 、 法 規制 等 を 含め 実効 性 の ある 措 置 を 早 
急 に 講じ る こと 。 
医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 な ど を 増員 する こと 。 

到 民 (患者 ・ 利 用 者 ) の 自己 負担 を 減ら し 、 安 全 で 安心 で きる 医療 ・ 介 護 を 実現 する 
ご と 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








田野 畑村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 20 日 


【 提 









































労働 者 の 


交替 抽 
Eg 


震 炎 か ら の 復興 、 地 域 





























型 民 の 負 】} 


舌 師 ・ 和 



































ul 





























1 看護 師 な ど 夜 勤 交代 制 労働 者 の 労働 時 間 を 、1 
癌 する こと 。 












































J] 能 な 医療 提供 
は 、 喫 緊 の 課題 」 
肖 員 と 、 労 働 環 境 の 改 
医療 再生 の た め に も 、 
旧 を 減ら すこ と が 求め られ て いま す 。 
師 ・ 介 護 職員 等 の 
参る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の ョ 



































職員 な ど 
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い 
8 
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唱 祉 












































体制 や 医 





1 7 日 





























労働 者 の 人 手 不足 も 浮 
に 出し た 「 看 護 師 等 の 
























































































































































2 時間 以上 と し 、 労 働 環境 を 改 
2 医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 を 、 大 幅 
3 国民 (患者 ・ 利 用 者 ) の 自己 負担 





























以上 、 地 方 E 














治 


口 











箇 員 を 実現 し 、 





療 の た め ! 











出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
岩手 県 知事 


名 】 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実現 の た め の 夜 勤 改善 ・ 大 幅 増員 を 求め る 意見 書 
日 本 大 震 炎 で は 、「 医 療 月 壊 」「 介 護 月 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 医 


hb、 看 護 師 、 介 
厚生 労働 省 が 2 0 1 1 年 6 月 


き 彫 り に な り ま し た 。 
『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 





























項 に つい て 








に 増やす こと 。 








を 減 


へ 
、 安 全 


電 安心 








法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


日 8 時 間 、 


り 組 み に つ いて の 通知 (5 局長 通知 )」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 
療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 
と し て いま す 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め に も ゃ も 、 看 
こ 、 法 規制 が 必要 で す 。 
医療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 攻 








交 奉 制 労働 者 等 の 勤務 環境 改 
など 夜 勤 ・ 





























石山 

















や 





ル み に } 





し 
| ビレ 


























安全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 拡 





国 に 要望 いた し ます 。 











週 3 2 時 間 、 勤務 間隔 1 




















の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 20 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 現行 法 (原子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法律 ) の 改正 を 求め る 意見 
書 
6 9 年 前 に 広島 ・ 長 崎 に 投下 され た 原子 爆弾 は 二 つ の 都市 を 一 瞬 に し て 壊滅 させ 、 多 く 














の 人 の 命 を 奪っ た 。 そ れ か ら 、 今 日 まで 被爆 者 は 
害 に 昔 し め ら れ て きた 。 

















爆 被 害 に 対す る 国 の 償い 」 を 求め て 、 国 内 外 で 運動 


を か けた 願い で あり 、 日 本 国民 と 



































、 いのち 、 か ら だ 、 


微 爆 者 は 、「 ふ た た び 被 爆 者 を つく る な 」 と い 2 悲願 実現 わた め 





ここ ろ 、 く らし の 被 


に 「 核 兵器 の 廃絶 」 と 「 原 
を 続け て きた 。 この 願い は 被爆 者 の 命 





世界 の 人 々 の 願い で も ある 。 








国 は 、「 原 子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法 有 有 
被爆 者 施策 を お こ な っ て いる 。 し か し 、 原爆 被害 者 
は 、 現 行 法 が 原爆 被害 者 を 初期 放射 線 被害 に 限定 し 
る 施策 と し て いる こと 、 核 兵器 の 廃絶 を 「 
の 立場 に 立っ て いる こと に よる 。 

ふた た び 被 爆 者 を つく ら な いた め に 、 国 民 の 命 を 守 
ら す た め に も 、 現 行 法 は 原爆 被害 に 対す る 国 の 償い 
ある 。 
原爆 被害 に 対す る 国 の 償い は 、 国 が 原爆 被害 を 償 う 
くら な い 奪 い を 、 宣 言 す る も の で ある 。 































































































: 











究極 的 廃絶 」 と 


ま 」 (以下 現行 法 と 表現 する ) 

こ 対 する 償い は な され て いな い 。 そ れ 
て いる こと 、 高 齢 化し た 被爆 者 に 対す 
し て いる こと 、 戦 争 被害 受 妨 論 


に よっ て 











守り 、 日 本 国民 が 安心 し て 、 
を 内 容 と する 法律 に 


安全 に 暮 
改正 され る 必要 が 








こと に よっ て 、 ふ た た び 被 爆 者 を つ 














や が て 、 被 爆 7 0 年 を 迎え よう と し て いる 。 一 日 
この こと か ら 本 議会 は 、 下 記 項 目 を 中 心 と する 
法律 」 の 改正 が 行わ れる よう 強く 要望 する 。 
記 
1 ふた た び 和 被爆 者 を つく ら な いと の 決意 を 込め 
廃絶 を 趣旨 と する 法 の 目的 を 明記 する こと 。 
2 原爆 死没 者 に 償い を する こと 
(1 ) 原爆 死没 者 に 対し て 謝罪 し 、 訓 意 を 表す こと 。 
(2) 原爆 死没 者 の 遺族 に 対し て 甲 慰 金 あ る い は 特 
(3) 原 ! 
(4) 8 月 6 日 、9 
3 すべ て の 被爆 者 に 償い を する こと 
( 1 ) 戦争 に よっ て 原爆 被害 を も た ら 
こと に つい て 謝罪 する こと 。 
(2) すべ て の 被爆 者 に 被爆 者 手当 
(3) 被爆 者 の 健康 管理 と 治療 ・ 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規 

































































































































































日 を 原爆 死没 者 追悼 の 





























じ た だ こと 

















を 支給 し 、 障 







































































定 に 基づき 臣 見 書 














別 給付 
暴 死 没 者 が 生き て いた 証 と し て 原爆 死没 者 名 を 碑 に 刻む こと 。 
日 と し 、 慰 霊 ・ 追 


原爆 被害 を 放置 し 、 過 


国 い 契 





も 
原子 爆 紀 








の 償い が 求め られ て いる 。 
被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 
































、 原 爆 被害 に 対す る 国 の 償い と 核兵器 の 





金 を 支給 する こ eS 














悼 事業 を 実施 する こと 。 


トト に 評価 し て きた 











害 を も つ 者 に は 加算 する こと 。 
療養 及び 介護 の すべ て を 国 






































の 
を 提出 する 。 


責任 で 行う こと 。 




















市 町 村 議 会 名 





意見 書 の 内 容 





軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 20 日 


【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 、 外 務 大 臣 、 防 衛 大 臣 
【 件 名 】 集団 的 自衛 権 に 関す る 憲法 解釈 を 変更 し な いこ と を も と め る 意見 書 


集団 的 自 





衛 権 に つい て 、 こ れ ま で 歴代 政権 は 、「 国 際 法 上 、 当然 に 集団 的 自衛 権 を 有 し て 
いる が 、 こ れ を 行使 し て 、 わ が 国 が 直接 攻撃 され て いな い に も か か わら ず 他 国 に 加え られ 
た 武力 攻撃 を 実力 で 阻止 する こと は 、 憲 法 第 9 条 の も と で 許容 され る 実力 の 行使 の 範囲 を 
超え る も の で あり 、 許 され な い 。」 と し て きた 。 


と ころ が 、 現 在 、 安 倍 内 閣 の も と 、 集 団 的 E 


し よう と し て いる 動き が 急速 に 強まっ て いる 。 
し か し 、 国 の 安全 保障 政策 は 、 立 憲 主 義 に 基づき 、 憲 法 前 文 と 第 9 条 に 基づい て 策定 さ 
れる こと は 当然 の こと で あり 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 に つい て は 、 そ の 時 々 の 政府 の 判断 で 
解釈 を 変更 

論 は 、 こ れき 


する こと は 、 あ っ て は な ら な いこ と で ある 。 とりわけ 集団 的 自衛 権 を めぐ る 議 
E で 国会 に お いて も 積み 重ね られ て き て お り 、 こ れ を 無視 し て 強引 に 解釈 を 変 

えよ うと する こと は 、 国 会 答弁 を も 形骸 化 さ せる も の と 言わ ざる を 得 な い 。 
し た が っ て 、 国 に お か れ て は 、 集 団 的 E 































































































衛 権 の 行使 を 填 法 解釈 の 変更 に よっ て 容認 














































































































































































































衛 権 に 関す る これ まで の 政府 見 解 を 堅持 し 、 憲 
法 第 9 条 を 守り 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 に つなが る 憲法 解釈 の 変更 を 行わ な いよ う 強 く 要 望 
する 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 





を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 20 日 





【 
【 


提 出 先 】 総 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 
件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定 数 改善 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 意 
見 書 


3 5 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 年 生 、 2 


予算 措置 され て いま せん 。 


徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 0 
の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり 3 
員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 


職 






























































と し て 、2 6 人 < へ 3 0 人 を 挙げ て いま す 。 
この よう に 、 保 護 者 も 3 0 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で す 。 


な っ て いま す 。 また 、 新 
し て いま す 。 日 
課題 と な っ て いま す 。 い 
と の 解決 に 向け て 、 計 画 的 な 中 





D 


格 








本 


し い 学 習 指導 要領 が 本 格 的 に 始 3 


















































E 数 改善 が 必要 で す 。 


E 生 と 続い て きた 3 5 人 以下 学級 の 拡充 が 























日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
と り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
E す 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編制 及び 教 
募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 規模 」 











社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 と 
まり 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 
語 指導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障害 の ある 児童 生徒 へ の 対応 等 も 
じ め 、 不 韻 校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し て いま す 。 こ う し た こ 























子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 












































憲法 上 の 要請 で す 。 し か 
































革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負 









































人 







































































し 、 教 育 予 算 に つい て 、GD P に 占め る 教育 費 の 割合 は 、OEC 
加盟 国 (デー タ の ある 3 1 ヵ国 ) の 中 で 日 本 は 最 下 位 と な っ て いま す 。 ま た 、 三 位 一 体 
担 制度 の 国 負 担 割合 は 2 分 の 1 から 3 分 の 1 に 引き 下げ ら 
自治 体 財政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正規 雇用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条件 
差 も 生じ て い 





























将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づくり に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 子 ど 















































HH か ら 雇 用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必 


























も や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 
要 が あり ます 。 
こう し た 観点 か ら 、201 5 年 度 政府 の 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 、 強 
く 要 望 し ます 。 
記 
1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 3 


2 








を 整備 する た め 、 3 0 人 以下 学級 と する こと 。 


教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 





















































も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


以上 、 地 方 E 
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台 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提 昌 











日 しき 





に 








比 み の 豊か な 教育 環境 


























義務 教育 費 国 庫 負 担 制度 の 堅持 と と 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 10 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 


参議 院 議長 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 


【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定 数 改善 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 意 
見 書 


35 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 年 生 、2 年 生 と 続い て きた 35 人 以下 学級 の 拡充 が 予 


算 措置 され て い 

















よせ ん 。 











日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 











徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文 部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編制 及び 教 





職員 定数 に 関す る 国 
































民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学級 規模 」 








と し て 、26 人 へ て 30 人 を 挙げ て いま す 。 こ の よう に 、 保 護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる 
こと は 明らか で す 。 














社会 状況 等 の 変化 に より 、 学 校 は 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 と 
な っ て いま す 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 





























し て いま す 。 日 本 語 指導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障がい の ある 児童 生徒 へ の 対応 等 
\ ま す 。 い じ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し て いま す 。 こ うし た 
計画 的 な 定数 改善 が 必要 で す 。 








も 課題 と な っ て し 


こと の 解決 に 向け て 、 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 人 















































E ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け ら 





れる こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教 育 予算 に つい て 、GDP に 占め る 教 
育 費 の 割合 は 、OECD 加 盟 国 (デー タ の ある 31 か 国 ) の 中 で 日 本 は 最 下 位 と 
な っ て いま す 。 ま た 、 三 位 一 体 改 革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 
割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 自 治 体 財政 を 圧迫 する と と も に 、 
非 正規 雇用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条件 格差 も 生じ し て いま す 。 


















































将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 
で す 。 子 ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 


業 の 拡大 に つなげ る 必要 が あり ます 。 


























こう し た 観点 か ら 、 平成 27 年 度 政 府 予算 編成 に お いて 、 下記 事項 を 実現 する よう 要望 し 





ます 。 





記 























1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具 体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の 豊か な 教育 環境 


を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 



















































































2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制度 の 堅持 と と も 
に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 



































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 















































を 提出 し ます 。 


唱 











